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14） 新田敏「マンションの共用部分から生ずる金銭債権の性質」杏林社会科学研究 18 巻⚒号
（2002）69 頁以下，特に 46 頁。

































15） 平野裕之「マンションの共用部分の瑕疵と区分所有者の交替」ジュリスト 1402 号（2010）

































































































































































































❟ 平成 27 年判決の背景
以上のように，平成 27 年判決が，規約等によってこの事件での請求権の行
使権限を「団体」のみに与える可能性を承認したことに加えて，当該事件にお







19） 例えば，松岡久和「共用部分に関する不当利得返還請求権の行使 最二小判平成 27. ⚙ .18
の検討 」金融法務事情 2095 号（2018）89-90 頁。
























































20） 拙稿「判批」ジュリ 1492 号（平成 27 年度重要判例解説）74 頁参照。
21） 齋藤・前掲注 18）418 頁。
22） マンション標準管理規約（単棟型）29 条は，「駐車場使用料その他の敷地及び共用部分等に
係る使用料（…）は，それらの管理に要する費用に充てるほか，修繕積立金として積み立てる」































































26） 平成 27 年判決の調査官解説でこのような解釈の可能性が示された点については，齋藤・前
掲注 18）参照。
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